
17日新火災の現状 2017

日新火災の経営戦略

代表的な経営指標

2016年度の事業概況

内部統制基本方針

コーポレートガバナンスの状況

CSR（企業の社会的責任）の考え方

コンプライアンスの徹底

情報開示、情報提供活動

勧誘方針

リスク管理

資産運用

個人情報への対応

募集制度　

18

19

24

26

28

30

37

42

43

44

48

49

52

日新火災の経営
について

17日新火災の現状 2017



日新火災の経営について

18 日新火災の現状 2017

２．概要
▪「日新モデル」を徹底して実践することで、既存代理店の成長につなげるほか、このモデルに共感する他社代理店との取り引
きを拡大することを目指します。
▪新商品提案を切り口として中小法人マーケットでの成長を目指します。さらに、事故にあわれたお客さまに対しきめ細かく丁
寧なお客さま対応サービスを当社と代理店が協働して提供し、お客さまに当社サービスと代理店の価値を実感していただく
ことでお客さまの拡大を目指します。
▪保険引受利益を安定的に確保するため、①地域特性を反映した効果的なリザルト（引受）対策、②地域ポートフォリオ戦略、新
種保険の拡大による種目ポートフォリオ戦略の導入等の施策を実施します。

お客さまに選ばれ成長する会社

日新モデル（＊）

マーケット 個人、個人事業主・中小法人のお客さま

商品・サービス ●お客さまにとってシンプルでわかりやすく、代理店が扱いやすい商品
●きめ細かく丁寧なお客さま対応

販売基盤
●品質重視の代理店政策
●お客さまに最も信頼される代理店とともに販売から保険金のお支払いまでお客さま
視点の損害保険サービスを提供

事業基盤・企業風土の更なる強化・進化

徹底したお客さま
視点に基づく行動

●収支改善対策
●ポートフォリオ戦略

●効率的な業務運営
●最適な組織・要員

安定した
資産運用収益

当社は、2015年4月から3ヵ年の中期経営計画をスタートさせました。
本計画は「競争力があり、収益の率とその安定性が高い会社」を実現することにビジョンを定めています。このビジョンを達

成するために、当社は、2015年度からの3年間、独自のビジネスモデルを実践し、お客さまに選ばれ成長する会社を目指しま
す。

１．全体像

日新火災の中期経営計画「改革2017」

（＊）日新モデルとは、地域に密着し、お客さまから最も信頼される代理店とともに、シンプルでわかりやすく納得
価格の商品と質の高い損害サービスを、お客さまに提供するビジネスモデル。 

日新火災の経営戦略
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19日新火災の現状 2017

正味収入保険料（対前期増減率）

正味損害率

正味事業費率

保険引受利益（対前期増減率）

経常利益（対前期増減率）   

当期純利益（対前期増減率）

単体ソルベンシー・マージン比率

総資産額

純資産額

その他有価証券評価差額

況
状
の
権
債
理
管
ク
ス
リ

　破綻先債権

　延滞債権

　3カ月以上延滞債権

　貸付条件緩和債権

リスク管理債権合計

果
結
定
査
己
自
の
産
資 　Ⅱ分類

　Ⅲ分類

　Ⅳ分類

分類額計（Ⅱ+Ⅲ+Ⅳ）

年 度 2016年度（平成28年度）2015年度（平成27年度）

140,118百万円

59.0％

33.1％

　8,121百万円

9,019百万円

6,579百万円

1,325.5%

417,919百万円

103,808百万円

35,823百万円

－

－

－

－

－

1,153百万円

102百万円

31百万円

1,287百万円

（　      1.0％）

（　      3.1％）

（    △7.2％）

（　      7.0％）

138,671百万円

61.6％

32.7％

　7,875百万円

9,715百万円

6,147百万円

1,127.7%

421,690百万円

105,263百万円

48,472百万円

－

－

－

－

－

1,198百万円

102百万円

11百万円

1,312百万円

（　      1.5％）

（  △46.6％）

（  △45.0％）

（  △51.2％）

代表的な経営指標
2016年度 代表的な経営指標



日新火災の経営について

20 日新火災の現状 2017

１，３００

１，５００

０

（単位 ： 億円）

1,401億円（1.0％）
正味収入保険料（対前期増減率）

●正味収入保険料
　契約者から直接受け取った保険料（元受保険料）に、保険金支払負担平均化・
分散化を図るための他の保険会社との保険契約のやりとり（受再保険料および出
再保険料）を加減し、さらに将来契約者に予定利率を加えて返れいすべき原資と
なる積立保険料を控除した保険料です。 

●正味収入保険料の推移

自動車６０．９%

自動車損害 １４．１%
賠 償 責 任

火災１１．９%
傷害６．２%

海上０．０%
その他６．８%

59.0％
正味損害率

●正味損害率
　正味収入保険料に対する支払った保険金の割合のことであり、保
険会社の経営分析や保険料率の算出に用いられるものです。具体
的には、損益計算書上の「正味支払保険金」に「損害調査費」を加え
て、前述の「正味収入保険料」で除した割合をさしています。

５０

８０

０
2014年度 2015年度 2016年度

（単位 ： %）
●正味損害率の推移

種目別構成比

2014年度 2015年度 2016年度

１，３６６
１，３８６

１，４０１

６３．７
６１．６

５９．０

代表的な経営指標
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21日新火災の現状 2017

１４７

７８ ８１

２０１５年度 ２０１６年度

１２５

６１ ６５

81億円（3.1％）
保険引受利益（対前期増減率）

（単位 ： 億円）
●保険引受利益の推移

33.1％
正味事業費率

●正味事業費率
　正味収入保険料に対する保険会社の保険事業上の経費の割
合のことであり、正味損害率と同様に保険会社の経営分析や保
険料率の算出に用いられるものです。具体的には、損益計算書
上の「諸手数料及び集金費」に「営業費及び一般管理費」のうち
保険引受に係る金額を加えて、前述の「正味収入保険料」で除
した割合をさしています。

●保険引受利益
　正味収入保険料等の保険引受収益から、保険金・損害調査
費・満期返れい金等の保険引受費用と保険引受に係る営業費
及び一般管理費を控除し、その他収支を加減したものであり、
保険本業における最終的な損益を示すものです。なお、その他
収支は自賠責保険等に係る法人税相当額等です。

（単位 ： %）
●正味事業費率の推移

65億円（7.0％）
当期純利益（対前期増減率）

●当期純利益の推移

●当期純利益 
　経常利益に固定資産処分損益や価格変動準備金繰入額等の
特別損益・法人税及び住民税・法人税等調整額を加減したも
のであり、事業年度に発生したすべての取り引きによって生じた
損益を示すものです。

90億円（△7.2％）
経常利益（対前期増減率）

●経常利益 
　正味収入保険料・利息及び配当金収入・有価証券売却益等の
経常収益から、保険金・満期返れい金・有価証券売却損・営業費及
び一般管理費等の経常費用を控除したものであり、経常的に発生す
る取り引きから生じた損益を示すものです。

（単位 ： 億円）
●経常利益の推移

３０

４０

０
２０１４年度 ２０１５年度 ２０１６年度

２０１４年度
０

２００

（単位 ： 億円）

０

１５０

５０
５０

３２．６

２０１５年度 ２０１６年度 ２０１４年度

２０１５年度 ２０１６年度
０

１５０

５０

２０１４年度

３２．７ ３３．１

１７６

９７ ９０



日新火災の経営について

22 日新火災の現状 2017

1,325.5％
単体ソルベンシー・マージン比率

●単体ソルベンシー・マージン比率
　巨大災害の発生や、保有資産の大幅な価格下落等、通常の予測
を超えて発生しうる危険に対する、資本金・準備金等の支払余カの
割合を示す指標です。単体ソルベンシー・マージン比率は、行政当
局が保険会社を監督する際に、経営の健全性を判断するために活
用する指標の1つであり、その数値が200％以上であれば「保険金
等の支払能力の充実の状況が適当である」とされています。

（単位 ： %）

●単体ソルベンシー・マージン比率の推移

4,179億円
総資産

●総資産
　損害保険会社が保有する資産の総額であり、具体的には貸借
対照表上の「資産の部合計」です。損害保険会社の保有する資
産規模を示すものです。

（単位 ： 億円）

●総資産の推移

取得格付（2017年7月1日現在）

格付投資情報センター（R&I） AA （発行体格付）

※最新の格付は、東京海上ホールディングス（株）のホームページ等でご確認ください。
（http://www.tokiomarinehd.com/ir/stock/rating.html）

５００

１，４００

０
２０１４年度 ２０１５年度 ２０１６年度

１，０６４．５

０

４，５００

２０１４年度 ２０１５年度 ２０１６年度

４，０００

４，３１９

４，２１６
４，１７９

１，１２７．７

１，３２５．５

代表的な経営指標
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23日新火災の現状 2017

法 人 税 等 合 計 ２６

（単位：億円）

正 味 収 入 保 険 料
収 入 積 立 保 険 料
積立保険料等運用益
責 任 準 備 金 戻 入 額
そ の 他

利息及び配当金収入
有 価 証 券 売 却 益
積立保険料等運用益振替
そ の 他

その 他 経 常 収 益

正 味 支 払 保 険 金
損 害 調 査 費
諸手数料及び集金費
満 期 返 戻 金
契 約 者 配 当 金
支 払 備 金 繰 入 額
そ の 他

有 価 証 券 売 却 損
有 価 証 券 評 価 損
金 融 派 生 商 品 費 用
そ の 他

（　　　　 ）
営業費及び一般管理費
うち保険引受に係る
営業費及び一般管理費
その 他 経 常 費 用

そ の 他 収 支

保 険 引 受 利 益

当 期 純 利 益

特 別 損 益

経 常 利 益

経 常 費 用

経 常 収 益

保険引受収益　１，４６４ 資産運用収益　２６

保険引受費用　１，１５５ 資産運用費用　６

保険引受に係る
営業費及び一般管理費 ２３１

２３４
２３１
４

８１

１，４９１

１，４０１

９０

１，４０１
２０
１８
２３
０

６５

1

３

７２９
９７
２３２
８８
０
５
１

　２
０
０
２

４３
１

△１８
０

０

決算の仕組み（２０１６年度）

代表的な経営指標の用語説明
●純資産額
　損害保険会社が保有する資産の合計である「総資産額」から、責任準備金等の「負債額」を控除したものが「純資産額」であり、具体的
には貸借対照表上の「純資産の部合計」です。損害保険会社の担保力を示すものです。

●その他有価証券評価差額
　「金融商品に係る会計基準（いわゆる時価会計）」により、保有有価証券等については、売買目的、満期保有目的等の保有目的で区分
し、時価評価等を行っています。その他有価証券は、売買目的、満期保有目的等に該当しないものであり、保有有価証券等の大宗を占め
ています。この、その他有価証券の時価評価後の金額と時価評価前の金額との差額（いわゆる評価損益）が、その他有価証券評価差額
です。財務諸表においては、税金相当額を控除した純額を、貸借対照表上の純資産の部に「その他有価証券評価差額金」として計上して
います。

●リスク管理債権
　貸付金のうち、保険業法施行規則第５９条の２第１項第５号ロに基づき開示している不良債権額です。貸付金の価値の毀損の危険性、
回収の危険性等に応じて、「破綻先債権」「延滞債権」「３カ月以上延滞債権」「貸付条件緩和債権」の４つに区分されています。

●自己査定
　損害保険会社としての資産の健全化を図るために、不良債権等については適切な償却・引当等の処理が必要です。自己査定は、適
切な償却・引当を行うために、損害保険会社自らが、保有資産について価値の毀損の危険性等に応じて、保有資産を分類区分すること
です。具体的には、債務者の状況および債権の回収可能性を評価して、資産を回収リスクの低い方から順に、Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳの４段階に分類し
ます。このうち、Ⅰ分類は、回収の危険性または価値の毀損の可能性について問題のない資産です。Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ分類は、何らかの回収の危険
性または価値の毀損の可能性がある資産であり、これらの合計額が「分類額計（Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ）」です。



日新火災の経営について

24 日新火災の現状 2017

2016年度の事業概況

当年度のわが国経済は、緩やかな回復基調が続きました。
新興国の一部に弱さが残るものの海外経済が緩やかな成長
を続けるなかで、輸出が持ち直しつつあることなどから企業
収益が改善し、設備投資は緩やかな増加基調となりました。ま
た、雇用・所得環境の着実な改善を背景に個人消費は底堅く
推移しました。
損害保険業界では、料率引き上げ効果等により自動車保
険は増収したものの、2015年10月の料率改定等を前にし
た火災保険の駆け込み需要の反動が大きく、全種目計の収
入保険料は減少しました。一方、平成28年熊本地震が発生
したほか、８月から９月にかけて６つの台風が日本に上陸する
など多くの自然災害が発生しましたが、前年度対比では自然
災害による発生保険金は減少しました。
このような事業環境のなか、当社は、2015年度にスタート
した３ヵ年の中期経営計画「改革2017」において目指すビ
ジョンである「競争力があり、収益の率とその安定性が高い会
社」を実現するため、各施策を積極的に推進しました。
当期の取り組みの経過およびその成果は、以下のとおりで
す。

 「平成28年熊本地震」への対応
被災地に対する損害サービスに万全を期すため、2016年

４月14日の地震発生後、当社は直ちに本社災害対策本部
（東京）、現地災害対策本部（福岡）、現地地震対策室（熊本、福
岡）を設置し、対応を開始しました。ピーク時には120名を超
える態勢で「一刻も早く被災されたお客さまに安心をお届け
する」という方針のもと、迅速な対応や保険金のお支払いに努
めました。

 新商品の開発
お客さまにとってシンプルでわかりやすく、大手社とは一線
を画した独自性のある新商品の開発に注力しました。８月に
は、近年、行政を中心にスポーツを通じた健康増進策が推進
されていることなどを背景に、お客さまのスポーツと健康な生
活をサポートする商品「ジョイエ傷害保険　スポーツ向けプラ
ン」を発売しました。また、当社が注力する中小法人を主な
ターゲットとした商品として、これまで複数の商品に分かれて
いた事業者向けの火災保険を一本化し補償パターンをシン
プルにした事業者向け火災保険「ビジネスプロパティ」、従業
員の皆さまの業務に起因するケガや疾病に備える業務災害
総合保険「労災あんしん保険」を開発し、10月に販売を開始
しました。さらに、マンション管理組合向けの火災保険「マン
ションドクター火災保険」では、新たなオプションとして分譲マ

事業の経過および成果等
ンションの管理組合役員の組合活動に起因する賠償責任リ
スクをカバーできる「マンション管理組合役員賠償責任補償
特約」を開発し、１月以降が保険始期となる契約からセットして
いただけるようにしました。

 損害サービス
前年度に引き続き、当社の中心的な顧客である「リテールの
お客さま」が事故・災害の際に感じられるダメージを極小化
させることを目的に、損害サービス部門・営業部門・代理店
が一体となった質の高い損害サービスを提供し、「損害サー
ビスを通じてお客さまに選ばれる会社」を実現するための取り
組みを進めてきました。具体的には、迅速・適切な保険金支
払いとお客さまの期待を超える「感動サービス」の提供を目指
し、新たな業務プロセスの徹底的な実践やチームによる１事故
１窓口対応による丁寧なお客さま対応などに取り組みました。

 トップラインの拡大
従来から重視していた新たな販売網の開発に加え、既存代
理店の成長にも注力しました。販売網の開発については、前
年度に引き続き、当社のビジネスモデルを理解し共感いただ
ける他社のプロ代理店等に新たなビジネスパートナーとなっ
ていただくべく、各種施策を進めてきました。既存代理店につ
いては、営業社員が、当社のビジネスモデルに沿って成長を
目指す代理店と定期的な対話を行い、お客さまへの価値提供
と代理店の成長に向けた打合せを重ねてきました。あわせ
て、未取引の中小法人への提案に営業社員が同行し、特色あ
る新商品を切り口としたアプローチ手法の指導を繰り返し行
うなど、代理店の成長を支援する取り組みを進めてきました。

 収支改善
前年度に引き続き、事業部ごとに収支改善対策を策定し主
体的に取り組む態勢を組み、引受対策等の諸施策を進めてき
ました。引受対策については、これまでの取り組みを踏まえ、実
施する対策を効果の高いものに絞るなど、より効率的に進め
ることを目指しました。また、引受対策や営業目標の設定に際
しては地域の収益性に応じてメリハリをつけ、収益性の高い
地域・種目においては、さらなる増収を図るべく人的資源を
厚く投入しました。

 事業費の効率化
人件費・物件費の両面から、生産性向上に資する施策を検
討・実施しました。本社機能スリム化の観点で東京海上グ
ループ内でのシェアードサービスを引き続き検討・推進した
ほか、各種事務処理規定の簡素化や商品・システム対策
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等、業務効率化と生産性向上に資する取り組みを進めてきま
した。

 当年度業績
以上のような施策を実施した結果、2016年度の業績は
次のとおりとなりました。
保険引受収益1,464億円、資産運用収益26億円などを
合計した経常収益は、前年度に比べ30億円減少し、1,491
億円となりました。一方、保険引受費用1,155億円、資産運
用費用６億円、営業費及び一般管理費234億円などを合計
した経常費用は、前年度に比べ23億円減少し、1,401億
円となりました。この結果、経常利益は90億円と、前年度に
比べ６億円、7.2％の減少となりました。経常利益に特別利
益、特別損失、法人税及び住民税ならびに法人税等調整額
を加減した当期純利益は、前年度に比べ４億円、7.0％増加
し、65億円となりました。
保険引受の概況は、次のとおりです。
正味収入保険料は、火災保険で増収したことから、前年度
に比べ14億円、1.0％増収し、1,401億円となりました。
一方、正味損害率は、自然災害にかかる支払保険金の減少
により、2.6ポイント低下し、59.0％となりました。また、正
味事業費率は、物件費の増加により、前年度に比べ0.4ポイ
ント上昇し、33.1％となりました。保険引受利益は、自然災
害を中心とした発生保険金の減少により、前年度に比べ２億
円増加となり、81億円の利益となりました。
主な保険種目の状況は次のとおりです。

火災保険：
正味収入保険料は167億円と、前年度に比べ22億円、
15.3％の増収となりました。また、正味損害率は、自然災害に
かかる支払保険金の減少により、前年度に比べ21.9ポイント
低下し、57.5％となりました。
傷害保険：
正味収入保険料は87億円と、前年度に比べ４億円、4.4％
の減収となりました。また、正味損害率は、前年度に比べ4.6
ポイント低下し、46.9％となりました。
自動車保険：
補償の拡大に伴い保険料単価が上昇した一方で契約台数
の減少により、正味収入保険料は853億円と、前年度に比べ
0.4億円、0.1％の減収となりました。また、正味損害率は、修
理費の増加を受けて、前年度に比べ0.4ポイント上昇し、
56.9％となりました。
自動車損害賠償責任保険：
正味収入保険料は197億円と、前年度に比べ７億円、
3.8％の減収となりました。また、正味損害率は、前年度に比べ
1.4ポイント上昇し、82.2％となりました。

賠償責任保険：
正味収入保険料は62億円と、前年度に比べ３億円、6.3％
の増収となりました。また、正味損害率は、前年度に比べ4.1
ポイント低下し43.3％となりました。
その他保険：
動産総合保険、労働者災害補償責任保険、建設工事保険
などが主なもので、正味収入保険料は32億円となり、前年度
に比べ0.8億円、2.8％の増収となりました。また、正味損害
率は、前年度に比べ5.3ポイント低下し44.8％となりました。

 当社が対処すべき課題
2017年度のわが国経済は、海外経済の持ち直しを背景に
輸出や生産の増加が見込まれることや、きわめて緩和的な金
融環境や政府の経済対策による財政支出の効果等により、
国内需要が企業・家計の両面で増加基調をたどり、緩やかに
回復していくことが見込まれます。国内の保険市場も、緩やか
に拡大していくことが期待されるものの、自賠責保険の基準
料率の引き下げや先進安全自動車に係る自動車保険の参考
純率の引き下げの影響が見込まれるほか、自然災害の増加
や少子高齢化の進展といった要因もあり、先行きを見通しに
くい環境が続くものと予想されます。
こうした状況のなか、当社は、３ヵ年の中期経営計画「改革
2017」の最終年度として、計画の達成に向けて取り組んでい
きます。
2016年度に引き続き、お客さま本位を徹底実践する企業
風土の定着に向けた取り組みを推進するとともに、最重要課
題と位置づける「成長戦略」および「収益性向上戦略」の各課
題に邁進し、中期経営計画のビジョンである「競争力があり、
収益の率とその安定性が高い会社」の実現を目指していきま
す。「成長戦略」では、「リテールのお客さま」に対して、ビジネ
スパートナーである地域に密着した代理店とともに当社なら
ではの商品・サービスをご提供することを通じて、お客さまの
暮らしや事業の安心・安全・安定に貢献し、「お客さまから
選ばれ成長する好循環サイクル」を追求していきます。また、
「収益性向上戦略」では、引き続き適切なアンダーライティン
グに努め収支の安定化を図るとともに、事務の効率化、ＩＴ活
用による生産性向上、東京海上グループ内資源の有効活用
等を通じて効率的な事業運営を推進し、成長分野や新たな価
値創造に経営資源を投じていきます。
当社は、これらの課題にスピード感を持って取り組むことを
通じ、お客さま本位の安心と補償をお届けし、お客さまにとっ
て最も身近で信頼されるリテール損害保険会社となるよう、
全社を挙げて業務に邁進していきます。
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当社は、会社法および会社法施行規則ならびに東京海上ホールディングス株式会社（以下「東京海上ＨＤ」）との間で締結さ
れた経営管理契約および東京海上ＨＤが定めた各種グループ基本方針等に基づき、取締役会において「内部統制基本方針」
を以下のとおり決定し、本方針に従って内部統制システムを構築・運用しています。

〈整備状況の概要〉

１．東京海上グループにおける業務の適正を確保するための体制
(１)当社は、東京海上グループ経営理念、東京海上ＨＤとの間で締結された経営管理契約、「東京海上グループ グループ会社の
経営管理に関する基本方針」をはじめとする各種グループ基本方針等に基づき、適切かつ健全な業務運営を行う。
①当社は、事業戦略、事業計画等の重要事項の策定に際して東京海上ＨＤの事前承認を得るとともに、各種グループ基本
方針等に基づく取り組み、事業計画の実施状況等を取締役会および東京海上ＨＤに報告する。
②当社は、子会社との間に管理運営に関する覚書を締結し、各種グループ基本方針等に基づき、適切に子会社の経営管理を
行う。

（２）当社は、「東京海上グループ 経理に関する基本方針」に基づき、当社の財務状態および事業成績を把握し、株主・監督官庁
に対する承認・報告手続、税務申告等を適正に実施するための体制を整備する。

（３）当社は、「東京海上グループ 財務報告に係る内部統制に関する基本方針」に基づき、財務報告の適正性と信頼性を確保する
ために必要な体制を整備する。

（４）当社は、「東京海上グループ 情報開示に関する基本方針」に基づき、企業活動に関する情報を適時・適切に開示するための
体制を整備する。

（５）当社は、「東京海上グループ グループ内取引等の管理に関する基本方針」に基づき、グループ内取引等の管理体制を整備する。

３．リスク管理に関する体制
(１)当社は、「東京海上グループ リスク管理に関する基本方針」に基づき、以下のとおり、リスク管理体制を整備する。
①リスク管理基本方針を定め、当社の事業遂行に関わる様々なリスクについてリスク管理を行う。
②リスク管理を統轄する部署を設置するとともに、リスク管理基本方針において管理対象としたリスク毎に管理部署を定める。
③リスク管理についての年度リスク管理計画を策定する。
④取締役会の下にリスク管理委員会を設置して、当社のリスク管理体制の整備状況やリスク管理の実施状況の確認等を
定期的に実施する。

（2）当社は、「東京海上グループ 統合リスク管理に関する基本方針」に基づき、統合リスク管理方針を定めるとともに、グループ
全体の統合リスク管理の一環として、保有リスク量とリターンの状況を定期的にモニタリングする。

（3）当社は、「東京海上グループ 危機管理に関する基本方針」に基づき、危機管理方針を定め、危機管理体制を整備する。

２．職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
(１)当社は、「東京海上グループ コンプライアンスに関する基本方針」に基づき、以下のとおり、コンプライアンス体制を整備する。
①役職員が「東京海上グループ コンプライアンス行動規範」および「日新火災行動規範」に則り、事業活動のあらゆる局面に
おいてコンプライアンスを最優先するよう周知徹底を図る。
②コンプライアンスを統轄する部署を設置するとともに、コンプライアンス方針および年度コンプライアンスプログラムを
策定して、コンプライアンスに関する取り組みを行う。また、取締役会の下に社外委員を含む業務品質向上委員会を設
置し、コンプライアンスに関する重要な事項を審議する。
③コンプライアンス・マニュアルを策定するとともに、役職員が遵守すべき法令、社内ルール等に関する研修を実施して、
コンプライアンスの周知徹底を図る。
④法令または社内ルールの違反が生じた場合の報告ルールを定めるとともに、通常の報告ルートのほかに、社内外にホット
ライン（内部通報制度）を設け、その利用につき役職員に周知する。

（２）当社は、「東京海上グループ 顧客保護等に関する基本方針」に基づき、お客さま本位を徹底し、顧客保護等を図るための体
制を整備する。

（３）当社は、「東京海上グループ 情報セキュリティ管理に関する基本方針」に基づき、情報セキュリティ管理体制を整備する。
（４）当社は、「東京海上グループ 反社会的勢力等への対応に関する基本方針」に基づき、反社会的勢力等への対応体制を整備

するとともに、反社会的勢力等との関係遮断、不当要求等に対する拒絶等について、弁護士や警察等とも連携して、毅然とし
た姿勢で組織的に対応する。

（5）当社は、「東京海上グループ 内部監査に関する基本方針」に基づき、被監査部門から独立した内部監査担当部署を設置する
とともに、内部監査規程を制定し、効率的かつ実効性のある内部監査体制を整備する。

内部統制基本方針
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４．職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(１)当社は、経営管理契約に基づき、グループの経営戦略および経営計画に則って、事業計画（数値目標等を含む。）を策定
し、当該計画の実施状況をモニタリングする。

（2）当社は、業務分担および指揮命令系統を通じて効率的な業務執行を実現するため、職務権限に関する規程を定めるととも
に、事業目的を達成するために適切な組織機構を構築する。

（3）当社は、経営会議規則を定め、取締役等で構成する経営会議を設置し、経営上の重要事項について協議・報告を行う。
（4）当社は、「東京海上グループ  ＩＴガバナンスに関する基本方針」に基づき、ＩＴガバナンスを実現するために必要な体制を整備する。
（5）当社は、「東京海上グループ 人事に関する基本方針」に基づき、社員の働きがい、やりがいの向上、透明公正な人事、および

あるべき人材像の浸透の徹底により、生産性および企業価値の向上の実現を図る。
（6）当社は、（1）～（5）のほか、当社および子会社において、職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制を整備する。

５．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
当社は、文書等の保存に関する規程を定め、重要な会議の議事録等、取締役および執行役員の職務の執行に係る情報を含む重
要な文書等は、同規程の定めるところに従い、適切に保存および管理を行う。

６．監査役の職務を補助すべき職員に関する事項
(１)当社は、監査役の求めに応じ、監査役の監査業務を補助するための監査役直轄の事務局を設置し、監査業務を補助するため
に必要な知識・能力を具備した専属の職員を配置する。

（2）監査役事務局に配置された職員は、監査役の命を受けた業務および監査を行う上で必要な補助業務に従事し、必要な情報
の収集権限を有する。

（3）当該職員の人事考課、人事異動および懲戒処分は、常勤監査役の同意を得た上で行う。

７．監査役への報告に関する体制
(１)役職員は、経営、財務、コンプライアンス、リスク管理、内部監査の状況等について、定期的に監査役に報告を行うとともに、
当社またはグループ会社の業務執行に関し重大な法令もしくは社内ルールの違反または会社に著しい損害を及ぼすおそれ
のある事実があることを発見したときは、直ちに監査役に報告を行う。

（2）当社は、子会社の役職員が、当社またはグループ会社の業務執行に関し重大な法令もしくは社内ルールの違反または会社に
著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときに、これらの者またはこれらの者から報告を受けた者が、当社の監査役
に報告を行う体制を整備する。

（3）当社は、当社および子会社において、監査役に（1）または（2）の報告を行った者が、当該報告を行ったことを理由として不利
な取扱いを受けることがないよう、必要な体制を整備する。

（4）役職員は、ホットライン（内部通報制度）の運用状況および報告・相談事項について定期的に監査役に報告を行う。

８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
(１)監査役は、取締役会に出席するほか、経営会議その他の重要な会議または委員会に出席し、意見を述べることができるもの
とする。

（2）監査役は、重要な会議の議事録、取締役および執行役員が決裁を行った重要な稟議書類等については、いつでも閲覧するこ
とができるものとする。

（3）役職員は、いつでも監査役の求めに応じて、業務執行に関する事項の説明を行う。
（4）内部監査担当部署は、監査に協力することなどにより、監査役との連携を強化する。
（5）当社は、監査役の職務の執行に係る費用等について、当社が監査役の職務の執行に必要でないことを証明したときを除き、

これを支払うものとする。
２００６年（平成１８年）　　５月１９日　制定
２０１５年（平成２７年）　　４月３０日　改定

当社は、内部統制基本方針に基づき、コンプライアンス、顧客保護等、リスク管理および危機管理、監査役による監査の実効性の
確保、子会社の経営管理等を含む内部統制システムを整備し、業務の適正を確保することで企業価値の向上に努めています。
また、内部統制システムの整備および運用状況については、年に1回、モニタリングを実施し、取締役会においてその内容を確認
しています。さらに、モニタリング結果等を踏まえ、内部統制システムの改善に継続的に取り組んでいます。

〈運用状況の概要〉
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28 日新火災の現状 2017

1．取締役会・監査役会
当社の取締役会は、2017年7月1日現在、6名の取締役

（任期1年）で構成されています。監査役会は、社外監査役2
名を含む4名の監査役で構成されています。社外監査役と
当社との間には、特別な利害関係はありません。

2．指名委員会・報酬委員会
当社の親会社である東京海上ホールディングスは、指名
委員会および報酬委員会を設置しています。両委員会は、
それぞれ4名の社外委員を含む5名の委員で構成し、委員
長は社外委員から選出しています。
両委員会は、当社役員（取締役・監査役・執行役員）の
選任、解任および選任要件ならびに当社役員の報酬体
系、報酬水準および業績評価等（ただし報酬水準および業
績評価については社外取締役および監査役を除く）につい
ても審議を行い、東京海上ホールディングス取締役会に答
申します。

３．コンプライアンス態勢・品質の向上に向
けた態勢
当社では、業務品質向上委員会（うち社外委員１名）およ
び過半数を社外委員とする顧客保護委員会を設置し、品質
の維持向上や適正な業務運営について、社外の視点を含
めた評価・提言を行う態勢としています。コンプライアンス
に関する重要事項は、経営会議および取締役会において審
議・決定し、コンプライアンスの一層の徹底を図っていま
す。また、違反行為に関する各種通報・相談制度（ホットラ
イン）を設け、これを運用しています。

4．リスク管理態勢
当社は、当社の保有するリスクに対して定量・定性の両
面から、総合的な管理を行っています。また、リスク管理委員
会を設置し、当社におけるリスク管理の実施方針について
議論するとともに、リスク管理に係る重要事項について、取
締役会において審議・決定し、リスク管理の強化を図ってい
ます。

5．社外・社内の監査態勢
（1）社外の監査・検査
当社は、社外の監査・検査として、「会社法および金融商
品取引法に基づく監査法人による外部監査」および「保険
業法に基づく金融庁による検査」等を受けています。
当社の会計監査人はPwCあらた有限責任監査法人です。

（2）社内の内部監査態勢
当社では、内部監査を「経営目標の効果的な達成を図る
ために、企業におけるすべての業務を対象とした内部管理
態勢（法令等遵守態勢、リスク管理態勢を含む）等の適切
性、有効性を検証するプロセスであり、内部事務処理等の
問題点の発見、指摘にとどまらず、内部管理態勢等の評価
および問題点の改善方法の提言等を実施するものとする」
と定義して、当社のすべての業務および組織等を対象に内
部監査を実施しています。また、内部監査結果については、
経営会議等に報告しています。

コーポレートガバナンスの状況

当社は、お客さま、株主、代理店、社員、地域・社会という各ステークホルダーに対する責任を果たすためコーポレートガバナン
スの充実を重要な経営課題として位置付け、当社の持株会社である東京海上ホールディングスが策定した「東京海上ホールディ
ングスコーポレートガバナンス基本方針」およびグループの「内部統制基本方針」に基づいた健全で透明性の高いコーポレートガ
バナンス態勢を構築しています。

コーポレートガバナンス態勢
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29日新火災の現状 2017

東京海上ホールディングス

株　主　総　会

選任・解任選任・解任選任・解任

監査
答申・報告

報告等

会計監査

会
計
監
査
人

監査役
（監査役会）

連携

連携

東京海上ホールディングス・日新火災のコーポレートガバナンス体制の概要

（２０１７年７月１日現在）

会計監査相当性の
判断

指名委員会

報酬委員会

内部統制委員会

内部監査

執行部門

日新火災

選任・解任選任・解任

内部監査

報告

付託

内部監査部門

連携

事業部 損害サービス業務部

付議・報告

取締役会委員会

経営会議委員会

顧客保護委員会

リスク管理委員会

業務品質向上委員会

経営管理・モニタリング監査

企画・管理部門

選任・解任

会
計
監
査
人

監査役
（監査役会）

監査

会計監査

連携

会計監査相当性の
判断

執行部門

経営会議

取締役会
（取締役）

内
部
監
査
部
門

本社各部

経営会議

取締役会
（取締役）

株　主　総　会

取締役会委員会
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30 日新火災の現状 2017

東京海上グループ CSR憲章

外部イニシアティブへの参加

CSR（企業の社会的責任）の考え方
当社の事業活動は、多くのステークホルダーの皆さまからのご支持があってこそ成り立つものです。当社では、CSR（企業の

社会的責任）は「経営理念の実践」そのものであるととらえ、「東京海上グループCSR憲章」に基づきCSRを徹底的に実践して.
いくことで、ステークホルダーの皆様に提供する価値を高めていきたいと考えています。

東京海上グループでは、CSRを実践するための行動指針として、「東京海上グループCSR憲章」を定めています。

東京海上グループ CSR憲章
東京海上グループは、以下の行動原則に基づいて経営理念を実践し、社会とともに持続的成長を遂げることにより、

「企業の社会的責任（CSR）」を果たします。

■ 商品・サービス
• ‌�広く社会の安心と安全のニーズに応える商品・サービ
スを提供します。

■ 人間尊重
• ‌�すべての人々の人権を尊重し、人権啓発に積極的に取
り組みます。
• ‌�安全と健康に配慮した活力ある労働環境を確保し、人
材育成をはかります。
• ‌�プライバシーを尊重し、個人情報管理を徹底します。

■ 地球環境保護
• ‌�地球環境保護がすべての企業にとって重要な責務で
あるとの認識に立ち、地球環境との調和、環境の改善
に配慮して行動します。

■ 地域・社会への貢献
• ‌�地域・社会の一員として、異なる国や地域の文化や習
慣の多様性を尊重し、時代の要請にこたえる社会貢献
活動を積極的に推進します。

■ コンプライアンス
• ‌�常に高い倫理観を保ち、事業活動のあらゆる局面にお
いて、コンプライアンスを徹底します。

■ コミュニケーション
• ‌�すべてのステークホルダーに対して、適時適切な情報開
示を行うとともに対話を促進し、健全な企業運営に活か
します。

国連グローバル・コンパクト（UNGC）が提唱する行動
10原則は、グループ経営理念と共通することから、当社の
持株会社である東京海上ホールディングスは2005年から
国連グローバル・コンパクトに参加しています。また、国連
環境計画金融イニシアティブ「持続可能な保険原則（PSI）」
への署名（東京海上日動）や、UNGC、UNEP FI が主導
する「責任投資原則（PRI）」への署名（東京海上日動ほか2
社）を行っているほか、国連国際防災戦略事務局
（UNISDR）民間セクター・アライアンスに参加（東京海上日
動）しています。
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31日新火災の現状 2017

当社では、東京海上グループCSR憲章をふまえCSR活動に取り組んでいます。主な取り組みは次のとおりです。

1. 地域・社会貢献の取り組み

■社員参加型の社会貢献活動の推進
社員参加型の社会貢献活動として、清掃活動等の地域・
社会との調和を図る取り組みを実施しています。当社は、今
後も社員へ社会貢献に対する意識啓発を行うとともに、積
極的な社会貢献活動を続けていきます。

■交通遺児等を支援するチャリティ募金イベントの実施
当社は、2008年度より毎年、チャリティ募金イベントを実
施しています。
このイベントは、社員から集めた中古の本やCD等でチャ

リティバザーを開催し、その売上金額を寄付金に充てる取り
組みです。
2016年度は、172,074円の寄付金が集まりました。寄
付金は、「特定非営利活動法人 交通遺児等を支援する
会」へ全額寄付し、交通遺児等の支援に活用されています。

■ＡＥＤ講習会の実施
社会公共性の高い損害保険会社として、当社の役職員が
事故や災害の場所に居合わせた際、人命救助に有効とされ
ているＡＥＤを速やかに使用できるようにするために、役職
員に対するＡＥＤ講習会を実施しています。

■企業献血の実施
全国の各拠点にて、企業献血を実施しています。

■認知症サポーター養成講座の実施
認知症になっても安心して暮らせるまちづくりに貢献する
ため、認知症の人とその家族を支援する「認知症サポー
ター」を養成する講座を役職員に対して実施しています。

東京本社ビルにおける清掃活動

当社のCSRの主な取り組み
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32 日新火災の現状 2017

CSR（企業の社会的責任）の考え方

■使用済み切手等の収集・寄贈

全国の各拠点にて収集した使用済み切手・使用済みカー
ド類・未使用切手を「公益社団法人 日本キリスト教海外医
療協力会」をはじめ3団体に寄贈しています。
使用済み切手は、海外の保健医療事情に恵まれない地域
に医師や看護師・保健師等の医療従事者を派遣するため
の費用や、現地の医療従事者に対する学資援助の資金とし
て役立てられます。使用済みカード類は、発展途上国の農村
の生活改善や人材育成をはじめとした活動資金として、ま
た、未使用切手は、骨髄バンクのドナー登録の募集等のため
に利用されています。

■「公益財団法人 スペシャルオリンピックス日本」
ミサンガの作成・寄贈

当社は、全国の各拠点にてミサンガを作成し、「公益財団
法人 スペシャルオリンピックス日本」に寄贈しています。ミサ
ンガは、スペシャルオリンピックスに参加するアスリートの活
躍を支え、応援するための募金「エール募金」の募金者とス
ペシャルオリンピックス日本のアスリートの両方に「エールの
証（あかし）」として渡されます。

2. 環境負荷削減の取り組み

■環境マネジメントシステムの導入

環境マネジメントシステムを導入して、環境負荷データ
（電気、紙、ガソリンの使用量等）を把握し、ＰＤＣＡによる目
標管理（モニタリング）を行っています。

■環境負荷削減に寄与する商品・サービス

当社では、環境配慮型自動車保険「アサンテ」を販売して
います。「アサンテ」は、車の事故の際にリサイクル部品を使
用して修理していただくことで資源を有効活用することを目
的とした商品であり、「アサンテ」の販売を通じて、地球環境
保護に貢献することを目指しています。
また、紙の保険約款に代えてＷｅｂ上で参照いただく「イ
ンターネット約款」、紙証券の発行に代えてWeb上で契約
（変更）内容をご確認いただく「インターネットによる契約確
認サービス（My日新）」等による紙資源の節約に取り組ん
でいます。
2016年度は、収益の一部である1,451,860円（「アサン
テ」に係る寄贈額83,650円、インターネット約款に係る寄
贈額1,368,210円）をケニア共和国の環境保護活動家、故
ワンガリ・マータイ氏が始めたグリーンベルト運動（植林活
動）に活用していただくため、毎日新聞社に寄託しました。
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33日新火災の現状 2017

１．交通安全対策

（１）交通事故防止・被害者への支援　
自賠責保険の運用益を以下のような自動車事故防止対
策・自動車事故被害者支援等に活用しています。
・自動車事故防止対
策：高齢者の交通
事故防止施策研究
支援、自転車シミュ
レータの寄贈、飲酒
運転根絶事業支援
等

・自動車事故被害者支援：高次脳機能障害者支援、脊髄
損傷者支援、交通遺児支援等

・救急医療体制の整備：高規格救急自動車の寄贈、救急
外傷診療研修補助等

・自動車事故の医療に関する研究支援
・適正な医療費支払いのための医療研修等

（２）交通安全啓発活動　
①交差点事故防止活動　

交差点における事故低減を目的として、47都道府
県の事故多発交差点5箇所の特徴や注意点等をまと
めた「全国交通事故多発交差点マップ」を毎年損保協
会ホームページで公開し、ドライバーや歩行者、自転
車利用者など、交差点を通行するすべての方への啓発
を行っています。

②自転車事故防止活動　
自転車事故の実態やルール・
マナーの解説とともに、自転車
事故による高額賠償事例や自
転車事故に備える保険などを
紹介した冊子と事故防止の啓
発チラシを作成し、講演会や
イベントを通じて自転車事故
防止を呼びかけています。

③高齢者の交通事故防止活動
高齢者が運転時や歩行時
に当事者となる交通事故が増
加していることから、チラシを
作成し、高齢者に対して安全
な行動による事故防止を呼び
かけています。

④飲酒運転防止活動
企業や自治体における飲酒
運転防止の教育・研修で使用す
る手引きとして「飲酒運転防止
マニュアル」を作成するととも
に、イベント等において本マニュ
アルを活用し、飲酒運転による
事故のない社会の実現に向け
て啓発活動を行っています。

当社では、当社独自の社会貢献活動のほか、一般社団法人日本損害保険協会の一員として、事故、災害および犯罪の防
止・軽減にむけて、さまざまな社会貢献活動に取り組んでいます。
主な取り組みは以下のとおりです。

損害保険業界としての社会貢献活動

自転車シミュレータ



日新火災の経営について

34 日新火災の現状 2017

②防火標語の募集と防火ポスターの制作
家庭や職場・地域における
防火意識の高揚を図り、社会
の安全・安心に貢献するため、
総務省消防庁と共催で防火標
語の募集を行っています。入選
作品は「全国統一防火標語」と
して、防火ポスター（総務省消
防庁後援・約20万枚作成）に
使用され、全国の消防署をはじめとする公共機関等
に掲示されるほか、各種の防火意識啓発・ＰＲ等に使
用されます。

③ハザードマップを活用した自然災害リスクの啓発
自治体等が作成

しているハザード
マップの活用にあ
たり、自然災害に
対する日頃からの
備えや対策を多く
の方に促すことを
目的として、eラー
ニングコンテンツ
「動画で学ぼう！
ハザードマップ」を損保協会ホームページ上に公開
し、啓発活動を進めています。

２．防災・自然災害対策

（１）地域の安全意識の啓発
①小学生向け安全教育プログラム「ぼうさい探検隊」の普及

子どもたちが楽しみながら、まちを探検し、まちにあ
る防災、防犯、交通安全に関する施設・設備を発見し
てマップにまとめる「ぼうさい探検隊」の取り組みを通
じ、安全教育の促進を図っています。

②幼児向けの防災教育カードゲーム「ぼうさいダック」の
作成・普及
子どもたちが実際に身体を動かし、声を出して遊び
ながら、安全・安心のための「最初の第一歩」を学ぶこ
とができるカードゲーム「ぼうさいダック」を作成し、
幼稚園・保育所等での実施を通じて、防災意識の普及
に取り組んでいます。

（２）地域の防災力・消防力強化への取り組み
①軽消防自動車の寄贈　

地域の消防力の強化
に貢献するため、小型
動力ポンプ付軽消防自
動車を全国の自治体や
離島に寄贈しています。

CSR（企業の社会的責任）の考え方
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４．環境問題への取り組み

（１）自動車リサイクル部品活用の推進
限りある資源を有効利用するこ

とにより、産業廃棄物を削減し、地
球温暖化の原因となっているCO2
の排出量を抑制することを目的と
して、自動車の修理時におけるリサ
イクル部品の活用推進に取り組ん
でいます。

（２）自動車修理における部品補修の推進
リサイクル部品の活用同様に、産
業廃棄物とCO2の排出量の抑制
を目的として、啓発動画やチラシに
よる部品補修の推進に取り組んで
います。
※啓発動画は損保協会ホームページや
ユーチューブに公開しています。

（３）エコ安全ドライブの推進
環境にやさしく、安全運転にも効
果がある「エコ安全ドライブ」の取り
組みを推進するため、ビデオクリップ
（ＤＶＤ）とチラシを作成し、その普及
に取り組んでいます。

３．犯罪防止対策

（１）盗難防止の日（10月7日）の取り組み
2003年から10月7日を「盗難防止の日」と定め、毎
年、各地の街頭で損保社員、警察関係者などが盗難防止
啓発チラシとノベルティを配布し、盗難防止対策の必要性
を訴えています。

（２）自動車盗難の防止
「自動車盗難等の防止に関する官民合同プロジェクト
チーム」に2001年の発足当初から民間側事務局として参
画し、盗難防止対策に取り組んでいます。

（３）不正修理業者に関する注意喚起
住宅修理（リフォーム）に関し、

「保険金が使える」と言って勧誘す
る業者とのトラブル相談が多く寄せ
られています。
このようなトラブルに巻き込まれ
ないよう注意を呼びかけるため、独
立行政法人国民生活センターと連
携してチラシを作成し、啓発活動を
行っています。

（４）啓発活動
地域で子どもが犯罪や交通事故
等の不慮の事故に巻き込まれない
よう、大人と子どもが一緒に対策を
考える手引きを作成し、防犯意識の
高揚に取り組んでいます。



日新火災の経営について
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（４）環境問題に関する目標の設定
地球温暖化対策として、CO2排出量の削減と、循環型
社会の形成に向けた廃棄物排出量の削減について、業界
として統一目標を設定し、その実現に向けて取り組んでい
ます。

５．保険金不正請求防止に向けた取り組み

（１）保険金不正請求ホットラインの運営
2013年1月から「保険金不正請
求ホットライン」を開設して、損害保
険の保険金不正請求に関する情報
を収集し、損害保険各社における
対策に役立てています。

（２）保険金詐欺防止ポスターの作成・掲出
保険金詐欺防止ポスターを作成

し、会員会社や損害保険代理店等
に掲出し、保険金詐欺が重罪（※）で
あることを周知するとともに、保険
金詐欺をたくらむ人物への牽制を
図っています。
※「刑法第246条第1項　人を欺いて財
物を交付させた者は、10年以下の懲役
に処する。
第2項　前項の方法により、財産上不法の利益を得、又は他人に
これを得させた者も、同項と同様とする。」

（３）保険金不正請求防止啓発動画の作成・公開
「これ位ならいいだろう」という出来心による保険金不正
請求を防止するため、啓発動画を作成し、損保協会ホーム
ページやユーチューブに公開しています。

CSR（企業の社会的責任）の考え方
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37日新火災の現状 2017

当社はお客さま本位の安心と補償をお届けし、最も身近で信頼されるリテール損害保険会社を目指すことを経営理念に掲
げ、コンプライアンスの徹底を経営の基本に位置づけています。

また、東京海上グループとして東京海上グループ各社の全役職員が遵守すべきコンプライアンス行動規範を定めています。

当社では、お客さま本位の安心と補償をお届けし、お客さま.
の信頼を得られるように日常業務のすべてをコンプライア
ンスの取り組みとしています。
役職員一人ひとりが常にコンプライアンスを念頭におい
た業務を遂行することに取り組んでいます。
当社の業務品質維持向上を目的とする取締役会委員会

東京海上グループ コンプライアンス行動規範＜骨子＞

●法令等の徹底
法令や社内ルールを遵守するとともに、公正で自由な
競争を行い、社会規範にもとることのない誠実かつ公
正な企業活動を行います。

●社会との関係
社会、政治との適正な関係を維持します。

●適切かつ透明性の高い経営
業務の適切な運営をはかるとともに、透明性の高い
経営に努めます。

●人権・環境の尊重
お客様、役職員をはじめ、あらゆる人の基本的人権を尊重
します。また、地球環境に配慮して行動します。

１. 人間尊重の原則
日新火災は人間尊重を行動の基本精神とし、事業に関
わる全てのみなさまの権利を尊重し、お客さま本位を実
践するために誠意を持って行動します。

２. 法令等遵守
日新火災は企業行動の基本である法令・ルールについ
てその制定された目的を充分に理解し、それを誠実に
遵守していきます。

日新火災行動規範＜骨子＞

３. 適切な事業活動
日新火災は損害保険会社としての社会的・公共的使命
を果たすため、高い企業倫理と透明性を維持し、公正かつ
自由な競争の促進と内部統制の強化に努めます。

４. 積極的な社会参画
日新火災は、損害保険事業の社会的存在意義を更に高め
るため、社会貢献活動や環境問題の取り組みなど、社会に
対して有益な働きかけを積極的に行います。

コンプライアンスの徹底

コンプライアンス態勢
として社外委員を含む「業務品質向上委員会」を設置してい
ます。同委員会では、お客さまの声に基づく業務改善とコン
プライアンスの徹底を一体として議論・検討することによ
り、お客さまに安心、満足していただける業務品質の実現に
努めています。
さらに、真にお客さま本位を実現するための取り組みとし

コンプライアンス宣言
当社は、お客さま本位の安心と補償をお届けし、最も身近で信頼されるリテール損害保険会社を目指すことを経営
理念としており、コンプライアンスの徹底は当社の経営理念の実践そのものです。
当社では、経営理念の実現に向け行動する際の重要な事項を「日新火災行動規範」として定めています。私たち全役
職員はこの行動規範に則り、事業活動のあらゆる局面において、コンプライアンスの徹底を最優先することをここに宣
言いたします。

日新火災海上保険株式会社
取締役社長　村島 雅人

さらに、当社は、損害保険会社として社会・公共的使命の遂行と人間尊重を信条とし、社会から信頼され続けるために、日新
火災行動規範を定めています。すべての役職員は日新火災行動規範を誠実に遵守し実践します。
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コンプライアンスの徹底にあたって、社外からの視点で幅広く意見を得るため、社外の有識者が委員として加わる業務品質向上委
員会を設置しています。本委員会は取締役会直属の機関として、会社施策の点検や監視を行うとともに、直接経営に提言しています。
各委員より専門領域をふまえた有益な意見や提言を得ています。

業務品質向上委員会

真にお客さま本位を実現させるため、過半数の社外委員を含む「顧客保護委員会」を設置しています。
本委員会は、「お客さまの声」に加え、内部監査等で把握されたお客さまに大きな影響を及ぼす（可能性のある）業務運営について、

「お客さま本位」の視点で確認・検証し、業務の改善に努めています。

顧客保護委員会

コンプライアンスの徹底にあたり、毎年度、取締役会において会社全体のコンプライアンス取組方針および同取組方針に対応す
る主要施策を策定しています。その施策に従って各部門はコンプライアンスの徹底に取り組んでいます。これらのコンプライアンス
の取組状況は、取締役会に定期的に報告しています。

コンプライアンス・プログラム

コンプライアンスに関連する問題が発生した場合や発生しそうな場合等に、報告や相談ができる各種の「ホットライン制度」を設け
ています。また、社外のホットライン制度も複数設置して、報告者や相談者が利用しやすい手段を選択できるように配慮しています。
なお、当社の「ホットライン制度」は公益通報者保護法に対応しており、報告者の個人情報は厳重に管理され、報告者が不利益な取り
扱いを受けることはありません。

ホットライン制度

コンプライアンス・マニュアル コンプライアンス研修 モニタリング

「コンプライアンス・マニュアル」を
作成して、全役職員がいつでも参照で
きるようにしています。「コンプライアン
ス･マニュアル」には、①コンプライアン
スの考え方、当社の経営理念、コンプラ
イアンス宣言、行動規範、②コンプライ
アンス態勢、③問題を発見した場合の
対応、④遵守すべきルールとその解説
を記載しています。その他にコンプラ
イアンスの重要事項を携帯用カードに
掲載し全役職員に配付することにより
徹底を図っています。

コンプライアンスの徹底と推進を目
的として、全役職員を対象に「コンプラ
イアンス研修」を実施しています。階層
別や職場別の集合研修や社内イントラ
ネットを利用した研修を継続的に実施
しています。研修内容には「コンプライ
アンスの考え方」等の基本的な項目か
ら「実務に即したケーススタディ」まで
を盛り込んだ実効性のある研修の実
施に努めています。

業務が適切に遂行されているかに
ついて、各部による自己点検や、「コン
プライアンスリーダー」、「コンプライア
ンススタッフ」による「モニタリング」を
組み合わせて、コンプライアンスの取
り組みやルールの遵守状況を継続的に
点検しています。

て、過半数の社外委員を含む「顧客保護委員会」を設置して
います。
お客さまに大きな影響を及ぼす（可能性のある）業務運営
について第三者の視点で確認・検証し、業務の改善に努め
ています。
また各部では、部長をコンプライアンス責任者とし、マ
ネージャーは部長を補佐するコンプライアンス担当者の役
割を担い、本社には全部門のコンプライアンスを推進するコ
ンプライアンスリーダーを配置しています。さらに各地区に
はコンプライアンススタッフを配置し、管轄する部門のコン
プライアンスの徹底を図っています。

なお、コンプライアンス上の問題を発見した場合には、速
やかに業務品質部等に報告や相談をすることを義務づけて
います。何らかの理由で、通常の報告や相談をすることが適
当でない場合には「コンプライアンス相談窓口（業務品質部
長直通の専用電話）」、「コンプラ110番（社内イントラネッ
トによる業務品質部長へのＥメール）」、「監査役ホットライ
ン」、「社外ホットライン」、「東京海上ホールディングスや
弁護士事務所への直通電話およびＥメール」等を利用して
匿名でも報告や相談をすることができます。

コンプライアンスの徹底
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39日新火災の現状 2017

2017年度コンプライアンス体制

本社 管理部門

業務品質部

事業部
（営業部門・損害サービス部門）

損害サービス業務部
火新損害サービス部
安心サービス部

日新火災グループ会社

東京海上ホールディングス

監査役
（監査役会）

内部監査部

業務品質向上委員会

日新火災

取締役会

経営会議顧客保護委員会

業務品質向上委員会および
顧客保護委員会事務局

・業務品質部にコンプライアンスリーダーを置く
・各地区にコンプライアンススタッフを置く
・各部の部長がコンプライアンス責任者の役割を担う
・各部のマネージャーが部長を補佐するコンプライアンス担当者の
役割を担う
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当社は、「東京海上グループ 反社会的勢力等への対応に関する基本方針」に則り、反社会的勢力等に対する態勢整備と.
毅然とした対応に努めています。

東京海上グループ 反社会的勢力等への対応に関する基本方針（概要）

１．基本的な考え方

東京海上グループは、良き企業市民として公正な経営を貫き広く社会の発展に貢献するため、反社会的勢力等との関
係の遮断および不当要求等に対する拒絶を経営理念の実践における基本的事項として位置づけ、反社会的勢力等に対
して、弁護士や警察等とも連携して、毅然とした姿勢で組織的に対応することに努めます。

３．態勢整備

反社会的勢力等との関係を遮断するために、以下の態勢を整備します。
(１)対応統轄部署の設置
(２)問題が発生した場合の報告・相談ルールや体制の制定
(３)研修の実施　等

２．反社会的勢力等からの被害を防止するための基本原則

反社会的勢力等に対し、以下の(１)から(５)に基づき対応します。
(１)組織としての対応
反社会的勢力等からの不当要求等に対しては、担当者や担当部署だけに任せず、会社組織全体として対応します。ま
た、反社会的勢力等からの不当要求等に対応する役職員の安全を確保します。

(２)外部専門機関との連携
反社会的勢力等からの不当要求等に備えて、平素より、警察、暴力追放運動推進センター、弁護士等の外部の専門機
関との緊密な連携関係の構築に努め、不当要求等が行われた場合には必要に応じ連携して対応します。

(３)取引を含めた一切の関係遮断
反社会的勢力等とは、業務上の取引関係（提携先を通じた取引を含む。）を含めて、一切の関係を持つことのないよう努
めます。また、反社会的勢力等からの不当要求等は拒絶します。

(４)有事における民事と刑事の法的対応
反社会的勢力等からの不当要求等に対しては、民事と刑事の両面から法的対応を行います。

(５)裏取引や資金提供の禁止
反社会的勢力等からの不当要求等が、東京海上グループの各社の不祥事を理由とする場合であっても、事案を隠蔽す
るための裏取引は絶対に行いません。また、反社会的勢力等への資金提供は、リベート、利益上乗せ、人の派遣等、いか
なる形態であっても絶対に行いません。

反社会的勢力等への対応

コンプライアンスの徹底
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当社では、「東京海上グループ 利益相反取引等の管理に関する方針」に則り、お客さまの利益が不当に害されることのない
ように、利益相反取引等の管理に努めています。

東京海上グループ 利益相反取引等の管理に関する方針（概要）

１．利益相反取引等

｢利益相反取引等｣とは、東京海上グループが行う取引等のうち、以下のものをいいます。
(１)お客様の利益と東京海上グループの利益とが相反するおそれのある取引
(２)お客様の利益が東京海上グループの他のお客様の不利益となるおそれのある取引
(３)東京海上グループが保有するお客様に関する情報をお客様の同意を得ないで利用する取引（個人情報保護法または
東京海上グループ会社に適用されるその他の法令等の規定に基づく、あらかじめ特定された利用目的に係る取引を
除きます。）

(４)上記(１)から(３)までに掲げるもののほか、東京海上グループのお客様の保護や東京海上グループの信用維持の観
点から特に管理を必要とする取引その他の行為

２．利益相反取引等の管理の体制

当社の持株会社である東京海上ホールディングスによる一元的な東京海上グループの利益相反取引等の管理のもと、
当社においても、利益相反取引等の管理を統轄する部署を設置するなどの体制整備を行い、利益相反取引等を適切に管
理してまいります。

３．利益相反取引等の管理の方法

東京海上グループは、利益相反取引等の管理を、以下の方法により実施してまいります。
(１)東京海上グループ各社は、利益相反取引等のおそれがある取引等を行おうとする場合には、事前に東京海上ホール
ディングスに報告することとします。

(２)東京海上ホールディングスでは、報告された取引等について、お客様の利益を不当に害するまたは害する可能性があ
ると判断した場合には、以下の方法による措置を講じます。
①当該取引を行う部門と当該取引に係るお客様との他の取引を行う部門を分離する方法
②当該取引または当該取引に係るお客様との他の取引の条件または方法を変更する方法
③当該取引に伴い、当該取引に係るお客様の利益が不当に害されるおそれがあることについて、当該取引に係るお
客様に適切に開示する方法
④当該取引等に伴い、東京海上ホールディングスおよび東京海上グループ会社が保有するお客様に関する情報を利
用することについて、当該お客様の同意を得る方法
⑤当該取引等または当該取引に係るお客様との他の取引を中止する方法　
⑥その他、東京海上ホールディングスが必要かつ適切と認める方法

４．利益相反取引等の管理体制の検証

東京海上グループの利益相反取引等の管理体制の適切性および有効性については、東京海上ホールディングスが定
期的に検証してまいります。

利益相反取引等の管理
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 地震保険の普及・啓発
地震保険は、地震・噴火・津波による建物・家財の損害を補
償します。法律に基づき国と損害保険会社が共同で運営す
る保険であり、被災者の生活再建資金を確保し、生活の安定
に寄与する役割を担っています。2015年度に火災保険を契
約された方のうち、約６割の方が地震保険に加入しています。
地震保険の理解促進および加入促進は損害保険業界の
社会的使命であり、昨年度は、地震保険のこれまでの歩みを
振り返り、一層の加入促進に向け
た足掛かりとすることを目的とし
て、代理店等を対象に制度創設50
周年記念フォーラム（9月5日）を開
催しました。また、各種メディアを通
じた広報活動等により、地震保険
の理解促進および加入促進に取り
組んでいます。

 東京海上グループ
CSRブックレット・サステナビリティレポート
東京海上グループでは、CSR（企業の社会的責任）の取り

組みを、あらゆるステークホルダーの皆さまにご報告するこ
とを目的として、コミュニケーションツールを作成しています。
「CSRブックレット」（冊子版・PDF版）は、当社のCSR活動を
わかりやすくまとめたもので、ユニバーサルコミュニケーショ
ンデザイン協会主催の「UCDAアワード2016」（CSR報告
書部門）において、情報のわかりやすさ賞を受賞しました。
「サステナビリティレポート」（WEB版・PDF版）は、当社の
CSR戦略をデータとともに詳しくまとめたもので、環境省等
主催の「第20回環境コミュニケーション大賞」（環境報告書
部門）において、持続可能性報告優秀賞を受賞しました。

情報開示、情報提供活動

当社は、お客さまをはじめとするあらゆるステークホル
ダーの皆さまから適正に評価いただくために、当社に関する
重要な情報（財務的・社会的・環境的側面の情報を含む）
の公正かつ適時・適切な開示に努めます。

 ディスクロージャー誌
当社の事業活動について理解いただくために、毎年「日新
火災の現状」を作成しています。当社の概要、業績の概況を
はじめ、経営方針、当社の取り組み、決算・財務情報につい
てわかりやすく説明しています。
また、当社の持株会社である東京海上ホールディングス
ではステークホルダーの皆さま向けにトップメッセージ、経
営戦略、財務の状況等をわかりやすく説明するため「統合レ
ポート（東京海上ホールディングス　ディスクロージャー
誌）」を作成しています。

 ホームページ
▪日新火災ホームページ

http：//www.nisshinfire.co.jp/
商品・サービス、各種お手続きのご案内等の情報を掲載

しています。各コンテンツとも、お客さまにとってのわかりや
すさを追求しています。また、当社で発表しているニュースリ
リースについてもご覧いただけます。

▪契約者さま専用ページ「My日新」
「My日新」は、個人のお客さまを対象にした原則24時間
365日ご利用いただけるインターネットサービスです。契
約内容をご確認いただけるなど便利な機能を提供してい
ます。

情報開示

情報提供活動
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当社では、お客さまに対する商品の販売・勧誘活動を適正に行うため、「金融商品の販売等に関する法律」を遵守するとと
もに、同法に基づき以下の勧誘方針を定め、全国の店舗で公表しています。
また、当社代理店にも同法の遵守および勧誘方針の策定、公表を指導しています。

１．保険業法、金融商品の販売等に関する法律、消費者契約法およびそ
の他各種法令等を遵守し、適正な保険販売に努めます。

２．保険商品の販売に際しましては、お客さまに重要事項を正しくご理解
いただけるよう努めます。また、販売形態に応じて適切な説明に努め
ます。

３．お客さまの保険商品に関する知識、経験、財産の状況および契約を締
結する目的等を総合的に勘案し、お客さまのご意向と実情に適合した
保険商品の説明と提供に努めます。

４．保険金の不正取得を防止する観点から、適切な保険販売を行うよう
努めます。

５．保険商品の販売・勧誘にあたっては、深夜や早朝等お客さまにご迷惑
をおかけする時間帯や場所、方法での勧誘はいたしません。

６．保険事故が発生した場合には、保険金のお支払いについて迅速かつ
的確に処理するように努めます。

７．お客さまの様々なご意見・ご要望等の収集に努め、商品開発や保険
販売にいかしてまいります。

８．保険商品の適切な販売を確保するために、社内体制の整備と販売に
あたる者の研修に取り組みます。

９．お客さまに関する情報については、業務上必要な目的の範囲内で使
用し、漏洩防止等の管理を厳格に行います。

１０．お客さまのご質問、苦情等につきましては、お客さま相談室にて速やかに
対応させていただきます。

〔当社の勧誘方針〕

勧誘方針
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 リスク管理基本方針およびリスク管理委員会
当社では財務の健全性と業務の適切性を確保することを
目的に「リスク管理基本方針」を定め、当社のリスク管理に
関する基本的な事項を明確化するとともに、リスク管理全般

リスク管理

当社におけるリスクは、経営環境の変化などを受けて、一層多様化・複雑化してきています。そのような中で、あらゆるス
テークホルダーの視点に立ったリスク管理を実施することは経営の重要な課題であると認識しています。
東京海上グループでは、リスク低減・回避等を目的とした狭義の「リスク管理」にとどまらず、リスクを定性・定量の両面から
網羅的に把握し、このリスク情報を有効に活用して、会社全体の「リスク」「資本」「リターン」を適切にコントロールするリスク
ベース経営（ＥＲＭ：Ｅｎｔｅｒｐｒｉｓｅ Ｒｉｓｋ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ）態勢の強化に取り組んでいます。
当社でも、リスクベース経営（ＥＲＭ）態勢の強化を通じた統合的なリスク管理を行うことで、健全性を確保しつつ、再保険の
活用等により限られた資本を有効に活用して収益性（資本効率）の向上を図っています。

リスクベース経営（ERM）態勢の強化

リスク管理態勢

監査役
監査役会
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取締役会

リスク管理部（リスク管理委員会事務局）

経営会議

日新火災

リスク管理委員会

東京海上ホールディングス

リスク管理

を推進するために取締役会委員会として「リスク管理委員
会」を設置しています。
「リスク管理基本方針」に基づき、当社の業務遂行に伴い
発生するリスクを特定し、各リスクについて個別に「リスク管
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 危機管理
当社では、お客さま・代理店等のステークホルダーとの関
係に重大な影響が生じる、または当社業務に著しい支障が
生じるような緊急事態が発生した場合の基本方針として、
「危機管理方針」を定めています。
緊急事態が発生した場合は、この「危機管理方針」に基づ

き社長を本部長とする対策本部を設置する等、緊急事態下
で必要な情報収集と具体的な対応策の企画・立案・指示・
実施を行う態勢としています。

 個別リスク管理
「リスク管理基本方針」で定める個別のリスクの中でも特
に保険引受リスクと資産運用リスクについては、収益の源泉
としてコントロールするリスク（コアリスク）であると認識し、
リスクとリターンのバランスを勘案したリスク管理を行って
います。また、事務リスク、システムリスク等事業活動に付随
して発生するリスク（付随リスク）の管理としては、そのリス
クの所在を明らかにし、リスクの発現防止、軽減等を行って
います。
上記により、当社全体として適切なリスク管理を実践し、
経営の安定化を図っています。

１．収益の源泉としてコントロールするリスク
（コアリスク）

■ 保険引受リスク
保険引受リスクは、①商品開発リスク（商品の開発または
改定を行うにあたり、適切な保険約款、保険料の設定がなさ
れないこと等により損失を被るリスク）、②元受保険引受リ
スク（契約の引き受けにあたり、引受方針等が適切に設定さ
れないことや引受規程を逸脱した引き受けがなされること
等により損失を被るリスク）、③再保険等リスク（保有するリ
スクに応じた適切な出再対応等がなされないこと等により
損失を被るリスク）、④受再保険引受リスク（受再保険の引
き受けにあたり、受再保険引受方針等が適切に設定されな
いことや引受規程を逸脱した引き受けがなされること等に
より損失を被るリスク）の４つからなります。
当社では、商品部門が商品の開発や改定、引受条件の設
定を行うにあたり、関係部門による協議体制を構築し、複数
部門による検証・検討を行うとともに、商品の開発・改定
後の販売環境や収支の状況等をふまえ、必要に応じて保険

理方針」および主管部署（リスク主管部）を定め、リスクの洗
い出しおよび特定、リスクの評価、リスクの制御、コンティン
ジェンシー・プランの策定、リスクのモニタリングという.
一連のプロセスを通じてリスク管理を実施しています。リス
クの洗い出しおよび特定は、エマージングリスク※も含めて
実施しています。
また、当社の財務の健全性、業務継続性等に極めて大き
な影響を及ぼすリスクは「重要なリスク」として特定・評価
の上、管理計画を策定して対応しています。これらはリスク
管理委員会で審議するとともに、取締役会等に報告を行っ
ています。
※エマージングリスク
環境変化等により、新たに現れてくるリスクであって従来リスク
として認識していないリスクおよびリスクの程度が著しく高まっ
たリスク

 統合リスク管理
格付の維持と倒産防止の観点ならびに当社およびその子
会社・関連会社全体での資本の有効活用を図る観点から、
「統合リスク管理方針」に基づき、資本・リスクを一元的に管
理する統合リスク管理を行っています。なお、統合リスク管理
は当社を含む東京海上グループ全体で運営しており、この枠
組みの中で当社の統合リスク管理態勢を整備しています。
当社およびその子会社・関連会社が保有するリスクにつ
いて、所定のリスク保有期間および信頼水準に基づき、発生
する可能性がある潜在的な損失額を定量化しています。定
量化の手法としてはバリューアットリスク(VaR)というリス
ク指標を採用しています。定量化されたリスクをもとに各事
業分野に資本を配分するとともに、その範囲内で適切な事
業運営を行っています。リスクが顕在化した場合においても
資本の範囲内で損失を吸収できるよう、適切にリスクをコン
トロールしています。
また、大規模な自然災害や金融市場の混乱等、将来の不
利益が生じるストレスシナリオを想定し、その影響を評価、分
析するストレステストを実施しています。なお、ストレスシナリ
オは定期的に見直しを行っています。ストレステストの結果
は、資本の十分性の検証やリスクのコントロール等の各種
経営判断に活用しています。



日新火災の経営について

46 日新火災の現状 2017

料率水準を見直すなど、適切な対応策を実施しています。ま
た、再保険等の手配により、引き受けたリスクの平準化や分
散を図っています。再保険についての詳細はP.59をご参照
ください。
商品部門から独立したリスク管理部門は、これらリスク管
理の実施状況をモニタリングし、リスク管理委員会等に報告
するとともに、リスク管理手法の検証や見直しを適時に行っ
ています。

■ 資産運用リスク
資産運用リスクは①市場リスク、②信用リスク、③不動産
投資リスクの3つからなります。市場リスクは金利・為替・
株価等の市場変動、信用リスクは個別与信先の信用力の変
化、不動産投資リスクは不動産の価格変動に伴い、それぞ
れポートフォリオの価値が下落するリスクをいいます。
当社では、取締役会にて制定した「資産運用リスク管理
方針」に基づき、運用部門から独立したリスク管理部門
が、定性・定量の両面から資産運用リスク管理を実施して
います。
具体的には、運用部門が市場環境等をふまえて策定する
資産運用リスク管理計画について、リスク管理部門はその
内容をリスク管理の観点から検証するほか、運用部門が投
資可能商品や各種限度額等について明文化する「資産運用
ガイドライン」を策定するにあたっては、リスク管理部門はそ
の内容を確認し、承認を行うなど、運用部門に対してけん制
機能を発揮しています。
リスク管理部門では、「資産運用ガイドライン」を含めた
資産運用リスク管理に関する規程の遵守状況をモニタリン
グし、リスク管理委員会等に報告するとともに、リスク手法
の検証や見直しを適時に行っています。

２．事業活動に付随して発生するリスク（付随リスク）

■流動性リスク
当社の財務内容の悪化や巨大災害による支払保険金の
増加等を原因として資金流入の減少または資金流出の増加
が生じることにより、当社が債務を履行できなくなるリス
ク、または、資金の確保にあたり、通常よりも著しく高いコス
トでの調達もしくは著しく低い価格での資産売却を余儀なく
されることにより、損失を被るリスクを言います。

■事務リスク
事務リスクとは、社員・代理店等の不適正な事務処理や
事故・不正等により損失を被るリスクです。当社では、事務
処理の厳正化に向けて、各種規程の整備や事務処理部門に
おける実務研修、チェック・サポート体制等を強化していま
す。また、内部監査を全社において実施するなど、リスクの
防止・縮減に向けた取り組みを推進しています。

■システムリスク
システムリスクとは、システム開発のミスや遅延、システム
運用の誤り、システムトラブル等により損失を被るリスクで
す。当社では、システムリスクを「IT投資リスク」「IT開発リ
スク」「ITインフラリスク」等に分類し、IT投資・開発に係
る検討体制の強化、テスト・モニタリングの強化、社外との
ネットワーク接続面を含めたさまざまなセキュリティ対策の
強化等、リスク特性に応じた手法によるリスク管理を実施し
ています。さらに地震等の有事・災害対策としてバックアッ
プセンターを設置し、メインセンターが被災した場合の迅速
なシステム復旧体制を構築しています。

■その他のリスク
当社では、前記のリスク以外に「情報漏えいリスク」「法務

リスク」「レピュテーショナルリスク」「事故・災害・犯罪リ
スク」「人事労務リスク」「子会社関連会社リスク」について
それぞれ管理ルールを定め、リスクに応じた手法によるリス
ク管理を実施しています。

リスク管理
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 第三分野保険の特徴
第三分野保険とは、医療保険、がん保険、所得補償保
険、介護費用保険、その他の疾病または介護を事由とする保
険および特約をいいます。
通常、契約期間が長期にわたることが多く、また医療政策
等の外的要因の影響を受けやすいことから、将来の危険発
生率が、他の保険と比べて過去の実績からの予測が難し
く、不確実性を有しているといえます。そのため、責任準備金
は、その不確実性も含めて十分に積み立てておく必要があ
ります。

 責任準備金の十分な積み立てに向けて
当社では、現状の責任準備金が、十分に積み立てられて
いるかどうか、以下のとおり実績の事故データを用いた事
後的な確認を行っています。確認の結果、十分に積み立てら
れていなければ追加して責任準備金を積み立てることとし
ています。

1．第三分野保険における責任準備金の積み立ての適切性
を確保するための考え方
保険業法第121条第1項第1号に基づき、保険計理人
は第三分野保険を含む各種保険の責任準備金が健全な保
険数理に基づいて積み立てられているかどうかを確認して
います。この確認は、関係法令のほか公益社団法人日本ア
クチュアリー会が定める「損害保険会社の保険計理人の実
務基準」に基づき行っています。また、長期（保険期間1年
超）の第三分野保険に関しては、平成10年大蔵省告示第
231号に基づくストレステストを商品部門が実施していま
す。さらに、その結果を保険計理人が確認することで、責任
準備金の十分性を確認しています。

2．ストレステストにおける危険発生率の設定水準の合理性
及び妥当性
ストレステスト実施においては、平成10年大蔵省告示第
231号に基づき、実施要領を定めています。具体的には、ス
トレステストにおける危険発生率は、実績の発生率を基礎と
して将来10年間に見込まれる支払保険金を99％の信頼度
でカバーする水準としています。

健全な保険数理に基づく第三分野保険の責任準備金の確認についての合理性及び妥当性
3．テストの結果
ストレステストの結果、長期の第三分野保険の2016年
度末（平成28年度末）責任準備金は不足していないことが
確認できたため、ストレステストに基づく責任準備金の積み
立ては行っていません。
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０

2013年度末

●運用資産の推移 ●運用資産の内訳（２０１７年３月３１日現在）

合計
3,783億円

有価証券：3,102

土地・建物：279

預貯金：398 貸付金：2

（単位：億円） （単位：億円）

3,724

３，０００ ４，０００

2014年度末 3,899

2015年度末 3,820

2016年度末 3,783

資産運用

 資産運用方針
当社は、保険料として収受した資金等の運用を行っていま
す。運用する資産は、長期火災保険や積立保険等の複数年
にわたる保険契約に対応する負債対応資産とそれ以外に区
分して管理しています。
負債対応資産については、将来、保険金や満期返れい金
等を確実にお支払いするために、保険負債とのバランスを
考え、資産・負債総合管理（ALM）を行っています。ALMに
おいては、保険負債が抱える金利リスクを適切にコントロー
ルしつつ、高格付債券を中心として一定の信用リスクをとる
運用を行い、安定的な剰余の価値（運用資産価値―保険負
債価値）の拡大を目指しています。
負債対応資産以外については、保険金のお支払いに備え

る流動性の維持も考慮しつつ、安定的な収益の獲得に向け
て、投資対象の分散や資産運用の効率性の向上等に取り組
んでいます。投資にあたっては、投資対象ごとのリスク・リ
ターン特性のバランスを考慮し、債券、株式等への分散投資
を行っています。また、保有する資産に係るリスクの軽減
や、一定のリスクの範囲内での収益獲得を目的として、為替
予約取引やデリバティブ取引も活用しています。
こうした取り組みによって、短期的な収益のブレを抑えな
がら運用収益を安定的に拡大させ、中長期的な純資産価値
の拡大および財務基盤の健全性の維持につなげることを目
指しています。

資産運用の概況

 資産運用概況
2016年度末の総資産は4,179億円となり、2015年度
末に対し37億円減少しました。このうち、運用資産は3,783
億円となり36億円の減少となりました。運用資産の主な項
目としては有価証券3,102億円となっています。
資産運用にあたりましては、安全性、収益性および流動性
に留意しつつリスク管理の面でも徹底を図り、安定的な運
用収益の確保に努めました。利息及び配当金収入は、2015
年度に比べて4億円減少し43億円となりました。これに有
価証券売却益、積立保険料等運用益振替などを加減した資
産運用収益は、2015年度に比べて4億円減少し26億円と
なりました。一方、資産運用費用は、2015年度に比べて2億
円減少し6億円となりました。
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当社はお客さま情報の取り扱いについて、「個人情報の保護に関する法律（個人情報保護法）」、行政手続における特定の個
人を識別するための番号の利用等に関する法律（「マイナンバー法」）、その他関連法令、金融分野における個人情報保護に関
するガイドライン、損害保険会社に係る個人情報保護指針等にしたがって、適切な措置を講じています。
お預かりしたお客さまの個人情報ならびに特定個人情報等（個人番号および特定個人情報）が適正に取り扱われるよう
に、代理店および従業者等への教育や指導を徹底するほか、個人情報の取り扱いおよび安全管理に係る適切な措置について
は、適宜見直し、改善しています。
当社の個人情報ならびに特定個人情報等に対する取り組み方針等は「個人情報の取扱いについて＜個人情報保護宣言＞」

として当社ホームページに常時掲載するとともに、当社各店舗の店頭に掲示し、広く一般に公表しています。

個人情報の取扱いについて
＜個人情報保護宣言＞

日新火災海上保険株式会社

弊社は、個人情報保護の重要性に鑑み、また、損害保険業に対す
る社会の信頼をより向上させるため、個人情報の保護に関する
法律（以下、「個人情報保護法」といいます。）、行政手続における
特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（以下、
「マイナンバー法」といいます。）、その他の関連法令、金融分野
における個人情報保護に関するガイドラインその他のガイドライ
ンや 一般社団法人 日本損害保険協会の「損害保険会社に係る
個人情報保護指針」ならびに東京海上グループ プライバシー・ポ
リシーを遵守して、個人情報、個人番号および特定個人情報（以
下、「特定個人情報等」といいます。）ならびに匿名加工情報を適
正に取り扱うとともに、安全管理については、金融庁および 一
般社団法人 日本損害保険協会の実務指針に従って、適切な措
置を講じます。弊社は、個人情報、特定個人情報等および匿名加
工情報の取扱いが適正に行われるように、弊社代理店および弊
社業務に従事している者への教育・指導の徹底に努めます。な
お、以下に記載の内容についても適宜見直しを行い、改善に努め
ていきます。 
（＊）本個人情報保護宣言における「個人情報」および「個人デー

タ」とは、特定個人情報等を除くものをいいます。

１.個人情報の取得
（特定個人情報等については９．をご覧ください。）
弊社は、業務上必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により個
人情報を取得します。 
弊社は、保険契約の申込書、保険金請求書、取引書類、アンケー
トなどにより個人情報を取得します。
また、各種ご連絡やお問い合わせ、ご相談等に際して、内容を正
確に記録するために、通話内容の録音などにより個人情報を取
得することがあります。

２.個人情報の利用目的
（特定個人情報等については９．をご覧ください。）
弊社は、取得した個人情報を、以下の目的ならびに下記、5．およ
び、6．に掲げる目的（以下「利用目的」といいます。）に必要な範
囲で利用します。
利用目的は、ご本人にとって明確になるよう具体的に定め、ホー
ムページで公表します。また、取得の場面に応じて利用目的を限

定するよう努め、申込書・パンフレット等に記載します。さらに、
利用目的を変更する場合には、その内容をご本人に通知するか、
ホームページ等により公表します。
（ 1）損害保険契約の申込みに係る引受の審査、引受および管理 
（ 2）満期返れい金・給付金等の支払い 
（ 3）損害保険契約にかかる付帯サービスの提供 
（ 4）再保険契約の締結、再保険契約に基づく通知および再保険

金の請求 
（ 5）弊社が取り扱う損害保険商品やサービスの案内・提供 
（ 6）東京海上グループ会社・提携先企業が取り扱う商品やサー

ビスの案内 
（ 7）保険金請求に係る保険事故の調査（関係先への照会を含み

ます）
（ 8）保険金の支払い 
（ 9）弊社が有する債権の回収 
（10）保険金不正請求等の犯罪防止・排除 
（11）弊社が取り扱う融資、国債窓販の各種手続きおよび管理 
（12）弊社又は弊社代理店が提供する商品やサービス等に関する

アンケートの実施 
（13）市場調査ならびにデータ分析やアンケートの実施等による

新たな商品やサービスの開発 
（14）弊社社員の採用・雇用管理、販売網基盤（代理店等）の新

設・維持管理 
（15）他の事業者から個人情報の処理の全部又は一部について委

託された場合等において、委託された当該業務 
（16）その他、上記（1）～（15）に付随する業務ならびにお客さまと

のお取引き、および弊社の業務運営を適切かつ円滑に履行
するために行う業務 

利用目的の達成に必要な範囲を超えて個人情報を取り扱うとき
には、個人情報保護法第16条第3項各号に掲げる場合を除き、
ご本人の同意を得るものとします。

３.個人データの第三者への提供および第三者からの取得
（特定個人情報等については９．をご覧ください。）
（ 1）弊社は、以下の場合を除いて、ご本人の同意を得ることなく

個人データを第三者に提供しません。
① 法令に基づく場合 
②医療機関をはじめ、保険金の請求および支払いに関する
関係先等に対して、申込内容や告知事項に関する照会等
を行う場合 

③質権および抵当権等の担保権者が、担保権の設定等に.

個人情報への対応
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係る事務手続きおよび担保権の維持・管理・行使のため
に個人情報を当該担保権者に提供する場合 

④上記 2．の利用目的を達成するために必要な業務の全部
又は一部を、委託先（保険代理店を含みます）に委託す
る場合 

⑤再保険会社と再保険契約の締結、再保険金の請求等を
行う場合 

⑥東京海上グループ会社・提携先企業との間で共同利用す
る場合（⇒下記 5．をご覧ください） 

⑦一般社団法人 日本損害保険協会および損害保険会社
等の間で共同利用する場合（⇒下記 6．をご覧ください） 

⑧損害保険料率算出機構との間で共同利用する場合（⇒
下記 6．をご覧ください） 

⑨国土交通省との間で共同利用する場合（⇒下記 6．をご
覧ください） 

（ 2 ）弊社は、法令で定める場合を除き、個人データを第三者に
提供した場合には当該提供に関する事項（どのような提供
先に、どのような個人データを提供したか等）について記
録・保存し、個人データを第三者から取得する場合には当
該取得に関する事項（どのような提供元から、どのような個
人データを取得したか、提供元の第三者がどのように当該
データを取得したか等）について確認・記録・保存します。

４.個人データおよび特定個人情報等の取扱いの委託
弊社は、利用目的の達成に必要な範囲において、個人データお
よび特定個人情報等の取扱いを外部に委託することがありま
す。弊社が外部に個人データおよび特定個人情報等の取扱いを
委託する場合には、委託先の選定基準を定め、あらかじめ委託
先の情報管理体制を確認するなど委託先に対する必要かつ適
切な監督を行います。
弊社では、例えば次のような場合に、個人データの取扱いを委託
しています。（（4）．については特定個人情報等を含みます。）
（ 1）保険契約の募集に関わる業務
（ 2）損害調査に関わる業務
（ 3）情報システムの保守･運用に関わる業務
（ 4）支払調書等の作成および提出に関わる業務

５.グループ会社・提携先企業との共同利用
（特定個人情報等については共同利用を行いません。）
上記 2.（1）から（16）に記載した利用目的のため、ならびに持株
会社による子会社の経営管理のために、弊社と東京海上グルー
プ各社・提携先企業との間で、以下のとおり個人データを共同利
用いたします。
（ 1）個人データの項目：住所、氏名、電話番号、電子メールアドレ

ス、性別、生年月日、その他申込書等に記載された契約内容
および事故状況、保険金支払状況等の内容 

（ 2）管理責任者：弊社 
※弊社のグループ会社・提携先企業については、下記16．をご覧
ください。

６.情報交換制度等
 （特定個人情報等については情報交換制度等の対象外です。）
（ 1）損害保険業界の情報交換制度について
弊社は、保険契約の締結又は保険金の請求に際して行われる不.

正行為を排除するために、損害保険会社等との間で個人データ
を共同利用いたします。
＊詳細につきましては、一般社団法人日本損害保険協会のホーム
ページ（http://www.sonpo.or.jp）をご覧ください。 

（ 2）損害保険料率算出機構との共同利用について
弊社は、自動車損害賠償責任保険（以下「自賠責保険」といいま
す）に関する適正な支払のために、損害保険料率算出機構との
間で個人データを共同利用いたします。
＊詳細につきましては、損害保険料率算出機構のホームページ
（http://www.giroj.or.jp）をご覧ください。

（ 3）代理店等情報確認業務について
弊社は、損害保険代理店の委託および監督ならびに弊社の社員
採用等のために、損害保険会社等との間で損害保険代理店等
の従業者に係る個人データおよび一般社団法人 日本損害保険
協会が実施する損害保険代理店試験の合格者等の情報に係る
個人データを、以下の５つの制度において共同利用いたします。
＊詳細につきましては、一般社団法人日本損害保険協会のホーム
ページ（http://www.sonpo.or.jp/about/guideline/
kyoudou_dairiten/）をご覧ください。 
①特研生情報制度
②代理店廃止等情報制度（2013年6月末日までに取得した個
人データを対象とします）

③合格者情報等の取扱い
④代理店登録・届出の電子申請等における個人情報の取扱い
⑤募集人・資格情報システムの登載情報の取扱い
また、弊社は、保険募集人の適格性および資質を判断する参考
等とするために、代理店廃止等情報制度および廃業等募集人情
報登録制度において、損害保険会社等および生命保険会社等と
の間で、保険募集人に係る個人データを共同利用します（2013
年7月1日以降に取得した個人データを対象とします）。
（ 4）原動機付自転車・軽二輪自動車に係る無保険車防止のため

の「国土交通省への自賠責保険のデータ提供」について
弊社は、原動機付自転車および軽二輪自動車の自賠責保険の
無保険車発生防止を目的として、国土交通省が自賠責保険契約
期間を満了していると思われる上記車種のご契約者に対し契約
の締結確認のはがきを出状するため、上記車種の自賠責保険契
約に関する個人データを国土交通省へ提供し、同省を管理責任
者として同省との間で共同利用いたします。
共同利用する個人データの項目は、以下のとおりです。
・契約者の氏名、住所	 ・自動車の種別
・証明書番号、保険期間	 ・車台番号、標識番号又は車両番号 
＊詳細につきましては、国土交通省のホームページ（http://
www.jibai.jp）をご覧ください。

７.信用情報の取扱い
信用情報に関する機関（ご本人の借入金返済能力に関する情報
の収集および弊社に対する当該情報の提供を行うものをいいま
す）から提供を受けた情報の利用目的につきましては、「保険業
法施行規則第53条の9」に基づき、返済能力の調査に限定され
ています。 
弊社は、これらの情報につきましては、ご本人の返済能力の調査
以外には利用いたしません。

個人情報への対応
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８.センシティブ情報の取扱い
弊社は、要配慮個人情報ならびに労働組合への加盟、門地、本
籍地、保健医療および性生活に関する情報（本人、国の機関、地
方公共団体、個人情報保護法第76条第1項各号もしくは同法施
行規則第6条各号に掲げる者により公開されているもの、また
は、本人を目視し、もしくは撮影することにより取得するその外形
上明らかなものを除きます。以下「センシティブ情報」といいま
す。）を、個人情報保護法、その他の法令、ガイドラインに規定す
る場合を除くほか、取得、利用または第三者提供しません。

９．特定個人情報等の取扱い
特定個人情報等は、マイナンバー法により利用目的が限定されて
おり、弊社は、その目的を超えて取得・利用しません。
マイナンバー法で認められている場合を除き、特定個人情報等を
第三者に提供しません。

１０．ご契約内容・事故等に関するご照会
ご契約内容や事故に関するご照会については、保険証券記載も
しくは最寄の弊社支店・支社・損害サービスセンター、又はご契約
の取扱代理店までお問合せください。弊社は、ご照会者がご本人
であることを確認させていただいたうえで、対応いたします。

１１．個人情報保護法に基づく保有個人データおよび特定個人情
報等に関する事項の通知、開示・訂正等・利用停止等

個人情報保護法に基づく保有個人データおよび特定個人情報
等に関する事項の通知、開示・訂正等・利用停止等に関するご請
求については、弊社「個人情報保護法に基づく開示等請求につい
て」をご覧いただくか、下記 14. までお問合せください。弊社は、
ご請求者がご本人であることを確認させていただくとともに、弊
社所定の書式にご記入いただいたうえで手続きを行い、後日、原
則として書面で回答いたします。なお、利用目的の通知請求およ
び開示請求については、弊社所定の手数料をいただきます。

１２．個人データおよび特定個人情報等の安全管理等
弊社は、取り扱う個人データおよび特定個人情報等の漏えい、滅
失またはき損の防止その他、個人データおよび特定個人情報等
の安全管理のため取扱規程等の整備および安全管理措置に係
る実施体制の整備等、十分なセキュリティ対策を講じています。

１３．匿名加工情報の取扱い
（ 1）匿名加工情報の作成
弊社は、匿名加工情報（法令に定める措置を講じて特定の個人
を識別することができないように個人情報を加工して得られる
個人に関する情報であって、当該個人情報を復元することがで
きないようにしたもの）を作成し、自ら当該匿名加工情報を取り
扱う場合には、以下の対応を行います。
・法令で定める基準に従って、適正な加工を施すこと
・法令で定める基準に従って、削除した情報や加工の方法に関す
る情報の漏えいを防止するために安全管理措置を講じること
・作成した匿名加工情報に含まれる情報の項目を公表すること
・作成の元となった個人情報の本人を識別するための行為をし
ないこと

（ 2）匿名加工情報の提供
弊社は、匿名加工情報を作成して当該匿名加工情報を第三者に.

提供する場合には、提供しようとする匿名加工情報に含まれる
個人に関する情報の項目と提供の方法を公表するとともに、提
供先となる第三者に対して、提供する情報が匿名加工情報であ
ることを明示します。

１４．お問合せ窓口
弊社は、個人情報、特定個人情報等および匿名加工情報の取扱
いに関する苦情やご相談に対し、適切･迅速に対応します。
弊社の個人情報、特定個人情報等および匿名加工情報の取扱
いならびに個人データ、特定個人情報等および匿名加工情報の
安全管理措置に関するご照会やご相談は、下記までお問合せく
ださい。また、弊社からのEメール、ダイレクトメール等による新
商品やサービスの案内について、ご希望されない場合は、下記の
お問合せ先までお申し出ください。ただし、保険契約の維持・管
理、保険金のお支払い等に関する連絡は対象となりません。

１5．認定個人情報保護団体
弊社は、認定個人情報保護団体である一般社団法人 日本損害
保険協会の対象事業者です。同協会では、対象事業者の個人情
報、特定個人情報等および匿名加工情報の取扱いに関する苦情
や相談を受付けています。 

１６．会社一覧
上記5. に記載の弊社のグループ会社・提携先企業は、以下のと
おりです。
（ 1）グループ会社
こちら（http://www.tokiomarinehd.com/group/index.
html）をご覧ください。
（ 2）提携先企業
個人データを弊社が提供している提携先企業はございません。

（注）以上の内容は、弊社業務に従事している者の個人情報、特
定個人情報等および匿名加工情報については対象としてい
ません。

以上

【お問合せ先】
日新火災テレフォン
サービスセンター お客さま相談室 弊社支店・支社・

損害サービスセンター

電話
番号 0120-616-898 0120-17-2424

お手元の保険証券
もしくは保険約款に
記載しております。

受付
時間

平日
9:00〜20:00
土日祝日
9:00〜17:00

午前9時〜午後5時
土日祝祭日および
年末年始を除く

午前9時〜午後5時
土日祝祭日および
年末年始を除く

一般社団法人 日本損害保険協会　そんぽＡＤＲセンター
（損害保険相談・紛争解決サポートセンター）
所在地：〒101-0063　東京都千代田区神田淡路町2-105

ワテラスアネックス7階
電話：03-3255-1470

受付時間	:	午前9時〜午後5時
		  土日祝祭日および年末年始を除く

ホームページ：http://www.sonpo.or.jp/

【お問合せ窓口】
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 代理店の役割と業務内容
当社が取り扱っている保険商品のほとんどが、当社と代理
店委託契約を結んでいる代理店を通じて販売されています。

■ 代理店の役割
代理店は、保険会社の委託を受けて保険契約の募集・締
結の代理を行うことを基本業務としています。また、代理店
の最も大切な役割は、お客さまを取り巻くさまざまな危険に
対して最適な保険を提供することです。
災害や事故が発生した場合には、お客さま一人ひとりに寄

り添ったサービスに努め、一刻も早く保険金が支払われるよ
う、お客さまにとって一番身近な存在としてお客さまをサ
ポートしています。

■ 代理店の業務
代理店の主な業務は次のとおりです。

1．保険契約の取り扱い
①保険商品の説明
②重要事項の説明
③告知の受領
④意向確認
⑤保険契約の締結
⑥保険料の領収または返還
⑦保険料領収証の発行・交付
⑧保険会社への契約報告
⑨保険契約の変更・解除等のお申し出の受け付け
⑩保険料の保管・保険会社への精算

2．事故発生時の取り扱い
①お客さまからの事故連絡の受け付け
②保険会社への通知
③保険金請求手続きの援助

3．保険に関する各種サービスの提供
①お客さまのニーズに合った保険の企画・設計
②保険の内容に関する相談

 損害保険代理店制度
損害保険代理店制度は、保険業法や当社の定める募集
関係規程等に基づいて実施・運営されています。

■ 代理店の登録・届出
代理店を始めるには「保険業法」第276条に基づいて主
務官庁に登録し、また代理店として保険募集をする者は同
法第302条に基づいて届出をすることが義務づけられてい
ます。

■ 当社の代理店制度概要
当社の代理店制度は、自動車保険・火災保険・傷害保
険・新種保険等を広範囲に取り扱う「総合代理店」と自動車
損害賠償責任保険等を専門に取り扱う「専門代理店」とに分
類され、それぞれの代理店制度における充実したお客さま.
サービスの提供に努めています。
代理店によるお客さまサービスのさらなる充実とコンプラ

イアンスの徹底を図るため、代理店手数料体系・代理店教
育体系を中心とした代理店制度を策定し、より一層の代理
店資質の向上を目指しています。

● 代理店数の推移
２０15年度末

13,870店

２０16年度末

13,715店

２０14年度末

14,020店

募集制度

当社では、全国約1万4千店の代理店が、お客さまの安心と安全をお守りするため、適切な保険ときめ細かなサービスを提
供しています。

代理店
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入社

入社1ヵ月
初期研修

入社2ヵ月
2次研修

入社当月より、本社研修スタッフ、所属の事業部スタッフおよ
び営業店社員の連携による個別指導を行い、販売手法や行動
管理等個々のリスクアドバイザー社員に適した教育を実施し
ます。

入社月に、基礎学習としてリテール商品知識（自動車・火災・
傷害）、コンプライアンスの研修を行います。

販売スキル、行動・目標管理手法、市場開拓手法、販売ツール
の研修を行い営業力のスキルアップを目指します。

入社9ヵ月
3次研修

1年目の活動分析、今後の課題、2年目の行動管理を決定する
とともに、法人白地開拓手法、事故対応、満期更改実務のスキ
ルアップを図ります。

入社20ヵ月
4次研修

2年間の活動の分析と今後の課題を洗い出し、独立1年前の具
体策の決定、先輩講師による講演、事故対応、業務のさらなる
スキルアップを図ります。

独立後
TPセミナー

プロ代理店として独立して1年経過後、講演、現状分析等を通
してさらなる飛躍を図ります。

 代理店の教育
当社の代理店は、お客さまにとってわかりやすい商品とご 
満足いただけるサービスを提供し、安心と補償をお届けする 
大切な役割を担っています。当社は、代理店に所属する募集 
人が必要な最新の知識・能力を習得し、その資質を向上さ 
せるための募集人教育を実施しています。

■  募集人教育（資格制度・講習制度）
当社は、代理店試験制度「損害保険募集人一般試験（以下

「損保一般試験」）」「損害保険大学課程」、実務講習制度等
に基づく募集人教育を実施しています。

（１）損保一般試験
募集人の保険募集にあたり、保険契約の内容等について 
適切かつ十分な説明を行うために必要となる募集品質の確 
保・向上、ならびに募集人の保険募集に関する法令等の遵 
守および保険契約に関する知識等の習得度の検証を目的
と して、一般社団法人 日本損害保険協会が運営する「損保
一般試験」を導入・実施しています。
損保一般試験制度では、損害保険の基礎やコンプライア 

ンス等に関する「基礎単位」の試験に合格しなければ、代理 
店登録または募集人届出ができません。また、募集人は、取 
り扱う保険商品に応じた「商品単位」の試験に合格しなけれ 
ば、当該保険商品の取り扱いができません。

（2）損害保険大学課程
損保一般試験に合格した募集人向けに、損害保険の募集
に関する知識・業務のさらなる向上を図ることを目的とし
て、一般社団法人 日本損害保険協会が運営する「損害保険
大学課程（専門コース、コンサルティングコース）」を導入・
実施しています。

（3）実務講習制度
募集人が当社商品の販売にあたり適切な保険募集を実
践するために必要な知識や事務処理を習得することを目的
として実務講習を実施しています。

■ 各種研修・セミナーの開催
代理店としての商品知識、販売手法、経営手法等の習得
だけではなく、金融・経済情勢の研究や、経験交流を目的と
した各種の研修やセミナーを開催しています。

 代理店の育成
当社は、お客さまのさまざまなニーズに応えられる、優れ
た代理店の新設や育成に力を入れています。新設代理店
は、まず基本的な商品知識や業務知識を習得し、保険募集
を行います。さらに、より高度な商品知識を習得することで
契約の取り扱いが増え、当社の契約募集の中核となる代理
店に成長していきます。

 代理店経営者養成制度
■ プロ代理店の養成制度
当社のプロ代理店養成制度（リスクアドバイザー社員制
度）は専属プロ代理店を目指す方が、一定期間当社にリスク
アドバイザー社員として在籍し、契約募集およびこれに関連
した業務に従事しながら保険販売に必要なさまざまな知識
と実務を習得する制度です。
リスクアドバイザー社員制度は精鋭主義を基本とし、育成
期間中の研修内容や待遇面等を効果的に組み立て運営し
ているのが特色です。
入社してからプロ代理店として独立するまでの一貫した育
成体系が、リスクアドバイザー社員を損害保険のプロフェッ
ショナルへと導きます。さらに独立後のセミナーも用意し、リ
スクアドバイザー社員出身代理店の活動を応援しています。
こうした育成カリキュラムを修了したリスクアドバイザー
社員は、損害保険のプロフェッショナルとして全国各地で活
躍し、その多くが当社代理店の中核に育っています。
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